
  

 

社会福祉法人ゆりかご会定款  

第一章 総則 

(目的) 

第一条 この社会福祉法人(以下「法人」という。)は、多様な福祉サービスが

その利用者の意向を尊重して総合的に提供されるよう創意工夫することによ

り、利用者が、個人の尊厳を保持しつつ、心身ともに健やかに育成され、又

はその有する能力に応じ自立した日常生活を地域社会において営むことがで

きるよう支援することを目的として、次の社会福祉事業を行う。  

(１) 第一種社会福祉事業 

 

 特別養護老人ホームの経営 

 

(２) 第二種社会福祉事業 

   

（イ） 保育所の経営 

（ロ） 地域子育て支援拠点事業の経営 

（ハ） 一時預かり事業の経営 

（ニ） 老人短期入所事業の経営 

（ホ） 老人デイサービスセンターの経営  

（ヘ） 認知症対応型老人共同生活援助事業の経営  

     

 

  (名称)  

第二条 この法人は、社会福祉法人ゆりかご会という。 

(経営の原則等) 

第三条 この法人は、社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確

実、効果的かつ適正に行うため、自主的にその経営基盤の強化を図るととも

に、その提供する福祉サービスの質の向上並びに事業経営の透明性の確保を

図り、もって地域福祉の推進に努めるものとする。  

２ この法人は、地域社会に貢献する取組として、子育て世帯及び高齢者がい

る世帯を支援するため、無料又は低額な料金で福祉サービスを積極的に提供

するものとする。 

(事務所の所在地) 

第四条 この法人の事務所を東京都昭島市松原町二丁目９番２号に置く。 

 



第二章 評議員 

(評議員の定数) 

第五条 この法人に評議員七名を置く。 

 

(評議員の選任及び解任) 

第六条 この法人に評議員選任・解任委員会を置き、評議員の選任及び解任は、

評議員選任・解任委員会において行う。  

２ 評議員選任・解任委員会は、監事一名、事務局員一名、外部委員一名の合

計三名で構成する。 

３ 選任候補者の推薦及び解任の提案は、理事会が行う。評議員選任・解任委

員会の運営についての細則は、理事会において定める。  

４ 選任候補者の推薦及び解任の提案を行う場合には、当該者が評議員として

適任及び不適任と判断した理由を委員に説明しなければならない。  

５ 評議員選任・解任委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数を

もって行う。ただし、外部委員が出席し、かつ、外部委員が賛成することを

要する。 

 

(評議員の任期) 

第七条 評議員の任期は、選任後四年以内に終了する会計年度のうち最終のも

のに関する定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。  

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、

退任した評議員の任期の満了する時までとすることができる。  

３ 評議員は、第五条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞

任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員と

しての権利義務を有する。 

(評議員の報酬等) 

第八条 評議員に対して、一人当たりの各年度の総額が一五〇〇〇〇円を超え

ない範囲で、評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定

した額を報酬として支給することができる。 

 

  第三章 評議員会 

 

(構成) 

第九条 評議員会は、全ての評議員をもって構成する。  

 

（権限） 

第一〇条 評議員会は、次の事項について決議する。 



（１）理事及び監事の選任又は解任 

（２）理事及び監事の報酬等の額 

（３）理事及び監事並びに評議員に対する報酬等の支給の基準  

（４）計算書類（貸借対照表及び収支計算書）及び財産目録の承認  

（５）定款の変更 

（６）残余財産の処分 

（７）基本財産の処分 

（８）社会福祉充実計画の承認 

（９）その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事

項                                  

 （開催） 

第一一条 評議員会は、定時評議員会として毎会計年度終了後三カ月以内に一

回開催するほか、必要がある場合に開催する。 

 

 （招集） 

第一二条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に

基づき理事長が招集する。 

２ 評議員は、理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示

して、評議員会の招集を請求することができる。  

 

 （決議） 

第一三条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を

除く評議員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。  

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有

する評議員を除く評議員の三分の二以上に当たる多数をもって行わなければ

ならない。 

（１）監事の解任 

（２）定款の変更 

（３）その他法令で定められた事項  

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第一

項の決議を行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第一五

条に定める定数を上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票

数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任することとする。  

４ 第一項及び第二項の規定にかかわらず、評議員(当該事項について議決に加

わることができるものに限る。)の全員が書面又は電磁的記録により同意の意

思表示をしたときは、評議員会の決議があったものとみなす。  

 （議事録） 



第一四条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を

作成する。 

２ 議長及び会議に出席した評議員のうちから選出された議事録署名人二名が

これに署名し、又は記名押印する。  

 

  第四章 役員及び職員 

 

 （役員の定数） 

第一五条 この法人には、次の役員を置く。 

 （１）理事 六名 

 （２）監事 二名 

２ 理事のうち一名を理事長とする。 

３ 理事長以外の理事のうち、一名を業務執行理事とする。  

 

 （役員の選任） 

第一六条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。  

２ 理事長及び業務執行理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 

 

 （理事の職務及び権限） 

第一七条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、

職務を執行する。 

２ 理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、

その業務を執行し、業務執行理事は、理事会で別に定めるところにより、こ

の法人の業務を分担執行する。 

３ 理事長及び業務執行理事は、毎会計年度に四箇月を超える間隔で二回以上、

自己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。  

 

 （監事の職務及び権限） 

第一八条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、

監査報告を作成する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び職員に対して事業の報告を求め、この法人の

業務及び財産の状況の調査をすることができる。  

 

 （役員の任期） 

第一九条 理事又は監事の任期は、選任後二年以内に終了する会計年度のうち

最終のものに関する定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。  

２ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時



までとすることができる。 

３ 理事又は監事は、第一五条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満

了又は辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお

理事又は監事としての権利義務を有する。  

 

 （役員の解任） 

第二〇条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議

によって解任することができる。  

（１）職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

（２）心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないと  

き。 

 

 （役員の報酬等） 

第二一条 理事及び監事に対して、一人当たりの各年度の総額が一五〇〇〇〇

円を超えない範囲内で、評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に

従って算定した額を、報酬等として支給することができる。 

 

 （職員） 

第二二条 この法人に職員を置く。 

２ この法人の設置経営する施設の長他の重要な職員（以下「施設長等」とい

う。）は、理事会において、選任及び解任する。  

３ 施設長等以外の職員は、理事長が任免する。  

 

  第五章 理事会 

 

 （構成） 

第二三条 理事会は、全ての理事をもって構成する。 

 

 （権限） 

第二四条 理事会は、次の職務を行う。ただし、日常の業務として理事会が定

めるものについては理事長が専決し、これを理事会に報告する。  

（１）この法人の業務執行の決定 

（２）理事の職務の執行の監督 

（３）理事長及び業務執行理事の選定及び解職 

 

 （招集） 

第二五条 理事会は、理事長が招集する。 



２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、各理事が理事会を招

集する。 

 

 （決議） 

第二六条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く

理事の過半数が出席し、その過半数をもって行う。  

２ 前項の規定にかかわらず、理事(当該事項について議決に加わることができ

るものに限る。)の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたと

き(監事が当該提案について異議を述べたときを除く。)は、理事会の決議が

あったものとみなす。 

 

 （議事録） 

第二七条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作

成する。 

２ 当該理事会に出席した理事長及び監事は、前項の議事録に署名し、又は記

名押印する。 

 

  第六章 資産及び会計 

 

 （資産の区分） 

第二八条 この法人の資産は、これを分けて基本財産、その他財産及び公益事

業用財産の三種とする。 

２ 基本財産は、次の各号に掲げる財産をもって構成する。  

（１）建物 

ア 東京都昭島市松原町二丁目３６４１番地６０、同番地４２、同番地６

８所在の鉄筋コンクリート造陸屋根４階建保育所 ゆりかご保育園建

物１棟   （延面積 １２０３．０１平方メートル） 

イ 東京都昭島市田中町三丁目２８０番地１、２９１番地１、２８０番地

１先所在の鉄筋コンクリート造陸屋根２階建保育所  昭島ゆりかご第

二保育園園舎１棟   （延面積 ７２６．３６平方メートル） 

ウ 東京都昭島市松原町二丁目３６３９番地３２所在の鉄筋コンクリート

造陸屋根地下１階付４階建 特別養護老人ホームもくせいの苑建物  

１棟   （延面積 ３８８２．９平方メートル）  

エ 東京都昭島市松原町二丁目３６２５番地８所在の鉄骨造アルミニュー

ム板葺３階建・認知症対応型老人共同生活援助事業やまぶきの苑建物 

１棟   （延面積 ７５１．２６平方メートル）  

オ 東京都昭島市美堀町二丁目４０５１番地２０所在の鉄骨造亜鉛メッキ



鋼板葺２階建 老人デイサービスセンター・認知症対応型老人共同生

活援助事業こでまりの苑建物  １棟  （延面積 ６６６．８２平方

メートル） 

（２）土地 

ア 東京都昭島市松原町二丁目３６３９番地３２所在の特別養護老人ホー

ムもくせいの苑敷地 １筆 （２３３２．０４平方メートル）  

イ 東京都昭島市松原町二丁目３６２５番地８所在の認知症対応型老人共

同生活援助事業やまぶきの苑敷地 １筆 （５６７平方メートル） 

ウ 東京都昭島市美堀町二丁目４０５１番地２０所在の老人デイサービス

センター・認知症対応型老人共同生活介護事業こでまりの苑敷地  

１筆 （８６０．２３平方メートル） 

３ その他財産は、基本財産、公益事業用財産以外の財産とする。  

４ 公益事業用財産は、第三六条に掲げる公益を目的とする事業の用に供する

財産とする。 

５ 基本財産に指定されて寄附された金品は、速やかに第二項に掲げるため、

必要な手続をとらなければならない。 

 

 （基本財産の処分） 

第二九条 基本財産を処分し、又は担保に供しようとするときは、理事会及び

評議員会の承認を得て、昭島市長の承認を得なければならない。ただし、次

の各号に掲げる場合には、昭島市長の承認は必要としない。 

 一 独立行政法人福祉医療機構に対して基本財産を担保に供する場合  

  二 独立行政法人福祉医療機構と協調融資（独立行政法人福祉医療機構の

福祉貸付が行う施設整備のための資金に対する融資と併せて行う同一の財

産を担保とする当該施設整備のための資金に対する融資をいう。以下同

じ。）に関する契約を結んだ民間金融機関に対して基本財産を担保に供す

る場合（協調融資に係る担保に限る。）  

 

 （資産の管理） 

第三〇条 この法人の資産は、理事会の定める方法により、理事長が管理する。  

２ 資産のうち現金は、確実な金融機関に預け入れ、確実な信託会社に信託し、

又は確実な有価証券に換えて、保管する。  

 

 （事業計画及び収支予算） 

第三一条 この法人の事業計画書及び収支予算書については、毎会計年度開始

の日の前日までに、理事長が作成し、理事会の承認を受けなければならない。

これを変更する場合も、同様とする。  



２ 前項の書類については、主たる事務所及び従たる事務所に、当該会計年度

が終了するまでの間備え置き、一般の閲覧に供するものとする。  

 

 （事業報告及び決算） 

第三二条 この法人の事業報告及び決算については、毎会計年度終了後、理事

長が次の書類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなけ

ればならない。 

（１） 事業報告 

（２） 事業報告の附属明細書 

（３） 貸借対照表 

（４） 収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）  

（５） 貸借対照表及び収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）の附

属明細書 

（６） 財産目録 

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第一号、第三号、第四号及び第六号の書

類については、定時評議員会に提出し、第一号の書類についてはその内容を

報告し、その他の書類については、承認を受けなければならない。  

３ 第一項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に五年間、また、従たる事

務所に三年間備え置き、一般の閲覧に供するとともに、定款を主たる事務所

及び従たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。  

（１）監査報告 

（２）理事及び監事並びに評議員の名簿  

（３）理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類  

（４）事業の概要等を記載した書類  

 

 （会計年度） 

第三三条 この法人の会計年度は、毎年四月一日に始まり、翌年三月三一日を

もって終わる。 

 

 （会計処理の基準） 

第三四条 この法人の会計に関しては、法令等及びこの定款に定めのあるもの

のほか、理事会において定める経理規程により処理する。 

 

 （臨機の処置） 

第三五条 予算をもって定めるもののほか、新たに義務の負担をし、又は権利

の放棄をしようとするときは、理事総数の三分の二以上の同意がなければな

らない。 



 

  第七章 公益を目的とする事業 

 （種別） 

第三六条 この法人は、社会福祉法第二六条の規定により、利用者が、個人の

尊厳を保持しつつ、自立した生活を地域社会において営むことができるよう

支援することなどを目的として、次の事業を行う。  

（１） シルバーピア生活協力員業務  

２ 前項の事業の運営に関する事項については、理事総数の三分の二以上の同

意を得なければならない。 

 

  第八章 解散 

 

 （解散） 

第三七条 この法人は、社会福祉法第四六条第一項第一号及び第三号から第六

号までの解散事由により解散する。 

 

 （残余財産の帰属） 

第三八条 解散（合併又は破産による解散を除く。）した場合における残余財

産は、評議員会の決議を得て、社会福祉法人並びに社会福祉事業を行う学校

法人及び公益財団法人のうちから選出されたものに帰属する。  

 

  第九章 定款の変更 

 

 （定款の変更） 

第三九条 この定款を変更しようとするときは、評議員会の決議を得て、昭島

市長の認可（社会福祉法第四五条の三六第二項に規定する厚生労働省令で定

める事項に係るものを除く。）を受けなければならない。  

２ 前項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞な

くその旨を昭島市長に届け出なければならない。 

 

  第一〇章 公告の方法その他 

 

 （公告の方法） 

第四〇条 この法人の公告は、社会福祉法人ゆりかご会の掲示場に掲示すると

ともに、官報、新聞又は電子公告に掲載して行う。 

 

 （施行細則） 



第四一条 この定款の施行についての細則は、理事会において定める。  

 

  附則 

 この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。ただし、この法人の成立

後遅滞なく、この定款に基づき、役員の選任を行うものとする。  

 

  理事長 尾西アイ 

  理事  原田圓蔵 

  理事  尾西金一 

  理事  武井敏昂 

理事  早川竹千代 

理事  鈴木兵庫 

監事  高木惣治 

監事  中島ツヤ 

２ 平成１０年１２月付定款変更認可申請に係る理事の増員に伴い、選任され

る理事の任期は、定款一〇条の規定にかかわらず、平成１２年９月９日まで

とする。 

３ 平成１３年４月２６日付定款変更認可申請に係る評議員会新設に伴い、選

任される評議員の任期は、定款一七条の規定にかかわらず、平成１４年９月

９日までとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(理事長の職務の代理) 



第１０条 理事長に事故あるとき、又は欠けたときは、理事長があらかじめ指

名する他の理事が、順次に理事長の職務を代理する。  

２ 理事長個人と利益相反する行為となる事項及び双方代理となる事項につい

ては、理事会において選任する他の理事が理事長の職務を代理する。 

(監事による監査) 

第１１条 監事は、理事の業務執行の状況及び法人の財産の状況を監査しなけ

ればならない。 

２ 監事は、毎年定期的に監査報告書を作成し、理事会及び〔所轄庁〕に報告

するものとする。 

３ 監事は、前項に定めるほか、必要があると認めるときは、理事会に出席し

て意見を述べるものとする。  

(備考) 

評議員会を設ける場合には、評議員会に対しても監査結果を報告し、か

つ意見を述べることとすることが適当であること。  

(職員) 

第１２条 この法人に、職員若干名を置く。 

２ この法人の設置経営する施設の長(以下「施設長」という。)は、理事会の

議決を経て、理事長が任免する。 

３ 施設長以外の職員は、理事長が任免する。 

(備考１) 

評議員会を設ける場合には、定款に次の章を加えること。  

第〇章 評議員及び評議員会 

(評議員会) 

第〇条 評議員会は、〇〇名の評議員をもって組織する。  

２ 評議員会は、理事長が招集する。 

３ 理事長は、評議員総数の３分の１以上の評議員又は監事から会議に付

議すべき事項を示して評議員会の招集を請求された場合には、その請求

のあった日から２０日以内に、これを招集しなければならない。  

４ 評議員会に議長を置く。 

５ 議長は、その都度評議員の互選で定める。 

６ 評議員会は、評議員総数の過半数の出席がなければ、その議事を開き、

議決することができない。 

７ 評議員会の議事は、評議員総数の過半数で決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。  

８ 評議員会の決議について、特別の利害関係を有する評議員は、その議

事の議決に 

加わることができない。 



９ 議長及び評議員会において選任した評議員２名は、評議員会の議事に

ついて議事の経過の要領及びその結果を記載した議事録を作成し、これ

に署名又は記名押印しなければならない。  

１０ 評議員の報酬については、勤務実態に即して支給することとし、評

議員の地位にあることのみによっては、支給しない。  

(備考) 

(１) 次に掲げる事業のみを行う法人以外の法人は、評議員会を設ける

こと。 

① 都道府県又は市町村が福祉サービスを必要とする者について措置

をとる社会福祉事業 

② 保育所を経営する事業（保育所を経営する事業と併せて行う、児

童福祉法（昭 

和２２年法律第１６４号）第３４条の１０の規定に基づく地域子育

て支援拠点 

事業と同法第３４条の１１の規定に基づく一時預かり事業のいずれ

か又は両方の事業を含む。）  

③ 介護保険事業 

(２) 評議員の定数は、理事定数の２倍を超える数とすること。 

(３) 議長の議決権については、第七項の規定により、可否同数のとき

の決定権として行使されることとなり、それより前に行使すること

は二重の投票権を有する結果にもなり、不都合な事態を招く。その

ため、可否同数のときより前の議決はできないことに留意すること。 

(評議員会の権限) 

第〇条 評議員会は、次に掲げる事項を審議する。  

(１) 予算、決算、基本財産の処分、事業計画及び事業報告  

(２) 予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄  

(３) 定款の変更 

(４) 合併 

(５) 解散(合併又は破産による解散を除く。以下この条において同じ。) 

(６) 解散した場合における残余財産の帰属者の選定  

(７) その他、この法人の業務に関する重要事項で、理事会において必

要と認める事項 

２ 理事会は、前項に掲げる事項を決定しようとするときは、原則とし

て、あらかじめ評議員会の意見を聴かなければならない。  

(同前) 

第〇条 評議員会は、この法人の業務若しくは財産の状況又は役員の業

務執行の状況について、役員に対して意見を述べ若しくはその諮問に



答え又は役員から報告を徴することができる。 

(評議員の資格等) 

第〇条 評議員は、社会福祉事業に関心を持ち、又は学識経験ある者で、

この法人の趣旨に賛成して協力する者の中から理事会の同意を経て、

理事長がこれを委嘱する。 

２ 評議員の委嘱に当たっては、各評議員について、その親族その他特

殊の関係がある者が〇名を超えて含まれてはならない。  

(備考) 

第２項の親族等の人数は、評議員の定数に応じて第４条の(備考)の(２)

と同様とすること。 

(評議員の任期) 

第〇条 評議員の任期は２年とする。ただし、補欠の評議員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

２ 評議員は、再任されることができる。 

第３章 資産及び会計 

(資産の区分) 

第１３条 この法人の資産は、これを分けて基本財産と運用財産の２種とする。 

２ 基本財産は、次の各号に掲げる財産をもって構成する。  

(１) 〇〇県〇〇市〇丁目〇〇番所在の木造瓦葺平家建〇〇保育園園舎１棟

(平方メートル) 

(２) 〇〇県〇〇市〇丁目〇〇番所在の〇〇保育園敷地(平方メートル) 

３ 運用財産は、基本財産以外の財産とする。 

４ 基本財産に指定されて寄附された金品は、速やかに第２項に掲げるため、

必要な手続をとらなければならない。  

(備考) 

公益及び収益を目的とする事業を行う場合には、次のように記載する

こと。 

(資産の区分) 

第１３条 この法人の資産は、これを分けて基本財産、運用財産、公益

事業用財産及び収益事業用財産(公益事業又は収益事業のいずれか一

方を行う場合は、当該事業用財産のみを記載 )の４種(公益事業又は収

益事業のいずれか一方を行う場合は、３種)とする。 

２ 本文第２項に同じ。 

３ 運用財産は、基本財産、公益事業用財産及び収益事業用財産(公益事

業又は収益事業のいずれか一方を行う場合は、当該事業用財産のみを

記載)以外の財産とする。 

４ 公益事業用財産及び収益事業用財産(公益事業又は収益事業のいず



れか一方を行う場合は、当該事業用財産のみを記載)は、第〇条に掲げ

る公益を目的とする事業及び第〇条に掲げる収益を目的とする事業

(公益を目的とする事業又は収益を目的とする事業のいずれか一方を

行う場合は、当該事業のみを記載)の用に供する財産とする。 

５ 本文第４項に同じ。 

（基本財産の処分） 

第１４条 基本財産を処分し、又は担保に供しようとするときは、理事総数の

３分の２以上の同意を得て、〔所轄庁〕の承認を得なければならない。ただ

し、次の各号に掲げる場合には、〔所轄庁〕の承認は必要としない。 

 (１) 独立行政法人福祉医療機構に対して基本財産を担保に供する場合  

 (２) 独立行政法人福祉医療機構と協調融資（独立行政法人福祉医療機構の

福祉貸付が行う施設整備のための資金に対する融資と併せて行う同一の

財産を担保とする当該施設整備のための資金に対する融資をいう。以下

同じ。）に関する契約を結んだ民間金融機関に対して基本財産を担保に

供する場合（協調融資に係る担保に限る。）  

(資産の管理) 

第１５条 この法人の資産は、理事会の定める方法により、理事長が管理する。  

２ 資産のうち現金は、確実な金融機関に預け入れ、確実な信託会社に信託し、

又は確実 

 な有価証券に換えて、保管する。  

(備考) 

  基本財産以外の資産において、株式投資又は株式を含む投資信託等による

管理運用を行う場合には、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず、基本財産以外の資産の現金の場合については、

理事会の議決を経て、株式に換えて保管することができる。  

(特別会計) 

第１６条 この法人は、特別会計を設けることができる。  

(備考) 

公益事業又は収益事業を行う場合には、必ず当該事業に関する会計は、

事業ごとに特別会計としなければならないこと。 

(予算) 

第１7 条 この法人の予算は、毎会計年度開始前に、理事長において編成し、

理事総数の 3 

分の２以上の同意を得なければならない。 

(決算) 

第１８条 この法人の事業報告書、財産目録、貸借対照表及び収支計算書は、

毎会計年度終了後２月以内に理事長において作成し、監事の監査を経てから、



理事会の認定を得なければならない。  

２ 前項の認定を受けた書類及びこれに関する監事の意見を記載した書面につ

いては、各事務所に備えて置くとともに、この法人が提供する福祉サービス

の利用を希望する者その他の利害関係人から請求があった場合には、正当な

理由がある場合を除いて、これを閲覧に供しなければならない。  

３ 会計の決算上繰越金を生じたときは、次会計年度に繰り越すものとする。

ただし、必要な場合には、その全部又は一部を基本財産に編入することがで

きる。 

(備考) 

法人の業務及び財務等に関する情報については、一般に対しても、会

報への掲載のほか、新聞等への広告、法人事務所における閲覧、インタ

ーネット上での公開等の方法により自主的に公表することが適当である

こと。また、法人の役員及び評議員の氏名、役職等の情報についても同

様の方法で公表することが望ましい。  

(会計年度) 

第１９条 この法人の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日を

もって終わる。 

(会計処理の基準) 

第２０条 この法人の会計に関しては、法令等及びこの定款に定めのあるもの

のほか、理事会において定める経理規程により処理する。  

（備考）  

法人の会計の処理については、「社会福祉法人会計基準の制定について」

（平成２３年７月２７日雇児発０７２７第１号、社援発０７２７第１号、

老発０７２７第１号）に準拠して定めること。  

なお、旧会計基準（経過的に平成２６年度まで適用可）を適用する場合

にあっては、「社会福祉法人会計基準の制定について」（平成１２年２月

１７日社援第３１０号）に準拠して定めること。 

 (臨機の措置) 

第２１条 予算をもって定めるもののほか、新たに義務の負担をし、又は権利

の放棄をしようとするときは、理事総数の３分の２以上の同意がなければな

らない。 

(備考１) 

公益事業を行う社会福祉法人は、定款に次の章を加えること。 

第〇章 公益を目的とする事業 

(種別) 

第〇条 この法人は、社会福祉法第２６条の規定により、利用者が、個

人の尊厳を保持しつつ、自立した生活を地域社会において営むこ



とができるよう支援することなどを目的として、次の事業を行う。 

(１) 〇〇の事業 

(２) 〇〇の事業 

２ 前項の事業の運営に関する事項については、理事総数の３分の２以

上の同意を得なければならない。  

（注１）具体的な目的の記載は、事業の種別に応じ、社会福祉法の基

本的理念及びそれぞれの法人の理念に沿って記載すること。  

（注２）上記記載は、あくまで一例であるので、(注１)を踏まえ、法

人の実態に即した記述とすること。  

（注３）公益事業のうち、規模が小さく社会福祉事業と一体的に行わ

れる事業又は社会福祉事業の用に供する施設の機能を活用して行う

事業については、必ずしも定款の変更を行うことを要しないこと。  

 (剰余金が出た場合の処分) 

第〇条 前項の規定によって行う事業から剰余金が生じた場合は、この

法人の行う社会福祉事業又は公益事業に充てるものとする。  

(備考２) 

収益事業を行う社会福祉法人は、定款に次の章を加えること。  

第〇章 収益を目的とする事業 

(種別) 

第〇条 この法人は、社会福祉法第２６条の規定により、次の事業

を行う。 

(１) 〇〇 

(２) 〇〇 

２ 前項の事業の運営に関する事項については、理事総数の３分の

２以上の同意を得なければならない。 

(備考) 

事業種類は、事業の内容が理解できるよう具体的に記載すること。 

(収益の処分) 

第〇条 前条の規定によって行う事業から生じた収益は、この法人

の行う社会福祉事業又は公益事業(社会福祉法施行令(昭和３３年

政令第１８５号)第二条に掲げるものに限る。)に充てるものとす

る。 

(備考) 

母子及び寡婦福祉法(昭和３９年法律第１２９号)第１４条に基づ

く資金の貸付を受けて行う、同法施行令(昭和３９年政令第２２４

号)第６条第１項各号に掲げる事業については、本条は必要ないこと。 

第４章 解散及び合併 



(解散) 

第２２条 この法人は、社会福祉法第４６条第１項第１号及び第３号から第６

号までの解散事由により解散する。  

(残余財産の帰属) 

第２３条 解散(合併又は破産による解散を除く。)した場合における残余財産

は、理事総数の３分の２以上の同意によって社会福祉法人のうちから選出さ

れたものに帰属する。 

(合併) 

第２４条 合併しようとするときは、理事総数の３分の２以上の同意を得て、

〔所轄庁〕の認可を受けなければならない。  

第５章 定款の変更 

(定款の変更) 

第２５条 この定款を変更しようとするときは、理事総数の３分の２以上の同

意を得て、〔所轄庁〕の認可(社会福祉法第４３条第１項に規定する厚生労働

省令で定める事項に係るものを除く。)を受けなければならない。 

2 前項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞なく

その旨を〔所轄庁〕に届け出なければならない。  

第６章 公告の方法その他 

(公告の方法) 

第２６条 この法人の公告は、社会福祉法人〇〇福祉会の掲示場に掲示すると

ともに、官報又は新聞に掲載して行う。 

  （備考） 

   公告の方法は、第２６条に規定する方法に加え、インターネットによる

公開等の多 

  様な手法を活用することが望ましい。なお、解散時の債権申出の催告及び

破産手続き 

の開始については、官報によって公告すること。  

(施行細則) 

第２７条 この定款の施行についての細則は、理事会において定める。  

 

附 則 

この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。ただし、この法人の成立後

遅滞なく、この定款に基づき、役員の選任を行うものとする。  

 

理事長 

理事 

〃 



〃 

〃 

〃 

監事 

〃 

 

 

（編者注） 

①「社会福祉法人の認可について」平成１２年１２月１日障第８９０号他厚生

省関係局長  

連名通知（最終改正平成２４年３月３０日付け雇児発０３３０第１２号等）よ

り社会福祉協議会関係条文を除いて転載。  

②一重下線部分は、平成１７年４月又は平成１８年２月発出された改正定款準

則により改正されたもの。  

③二重下線部分は、平成１９年３月３０日発出された改正定款準則により改正

されたもの。④平成２０年３月３１日発出された改正定款準則により改正され

た内容は、第１条に係る市町村社協の備考の表記ですので、社協以外の社会福

祉法第２２条に規定する社会福祉法人は改正がありません（雇児発第 0331006

号他）。  

⑤評議員会設置に係る保育所への適用除外に係る網掛け部分（６頁）は、平成

２２年１０月１４日に発出された改正定款準則により改正されたもの。  

⑥主たる事務所が区市の区域内にある社会福祉法人であって、その行う事業（第

１種社会福祉事業、第２種社会福祉事業、公益事業及び収益事業）が当該区市

の区域を越えない社会福祉法人の所轄庁は当該区長（又は当該市長）（平成２

５年４月施行）、前記によらない場合の〔所轄庁〕欄には、「東京都知事」な

どの都道府県知事、「札幌市長」などの指定都市長、「船橋市長」などの中核

市長名のいずれかに置き換えられます。  

⑦定款条文中の数字は、算用数字でも差し支えありません（東京都の場合）。  

⑧附則に記載されている設立当初の役員名（理事長名、理事名、監事名）はそ

の後の新役員改選があっても定款附則からは削除してはいけないもので、附則

の内容の一部をなすものとして記載しておくものと指導されています。これは、

ただし書き以下の記述にも意味があることからです。  

⑨上記「（備考）」欄の文言を定款条文に加えることは不要であり、認められ

ません。  

⑩評議員会を設置した場合は以下のとおりとなります。 

 



第７条 理事は、評議員会において選任し、理事長が委嘱する。  
２ 監事は、評議員会において選任する。  
３ 監事は、この法人の理事、評議員、職員及びこれらに類する他の職務を兼

任することができない。 

 

⑪第１条の目的条文に関して、東京都の場合では以下のように指導されていま

す。  

◎目的のうち、児童福祉に関する事業のみを行う法人においては、「心身とも

に健やかに育成される」との趣旨に合致するものとし、次の例のように記載す

る。  

「（目的）  

第１条  この社会福祉法人（以下「法人」という。）は、多様な福祉サービス

がその利用者の意向を尊重して総合的に提供されるよう創意工夫することに

より、利用者が、個人の尊厳を保持しつつ、心身ともに健やかに育成される

よう支援することを目的として、次の社会福祉事業を行う。」  

◎目的のうち、児童福祉に関する事業とそれ以外の事業をともに行う法人にお

いては、「心身ともに健やかに育成され、又はその有する能力に応じ自立した

日常生活を地域社会において営むことができるよう」との趣旨に合致するもの

とし、次の例のように記載する。  

「（目的）  

第１条  この社会福祉法人（以下「法人」という。）は、多様な福祉サービス

がその利用者の意向を尊重して総合的に提供されるよう創意工夫することに

より、利用者が、個人の尊厳を保持しつつ、心身ともに健やかに育成され、

又はその有する能力に応じ自立した日常生活を地域社会において営むことが

できるよう支援することを目的として、次の社会福祉事業を行う。」  

⑫第２６条に規定する社会福祉法人における法律上公告しなければならない場

合は、①合併に伴う債権申出の催告（社会福祉法第５０条第２項）②解散に伴

う債権申出の催告（社会福祉法第５５条、民法第７９条）③清算中の破産手続

開始の申立（社会福祉法第５５条、民法第８１条第１項）です。  

⑬定数を増員する場合、役員の任期は、定款準則の規定に基づき２年とされていること

から新規に就任した者の任期についても、就任日から２年間となり、他の役員の任期満

了日までの期間とすることが当然には、できません。しかし、できないとすれば任期がばら

ばらで、煩雑となります。そこで統一する場合の根拠としては、附則に「平成○年○月○

日付けの定款変更の認可申請に伴い増員された理事（評議員）○名の任期は、第６条

の規定にかかわらず、平成○年○月○日までとする。」旨、付則に任期調整に係る追加

規定が必要となります。これは全社協モデル定款にも示されているとおりです。 



⑭評議員会を設置しない場合、第７条第３項中の定款表記から「評議員、」を削除しま

す。後日に評議員会を設置する場合は改めて定款変更により条文の追加・変更をする

こととなります。 

⑮平成２４年３月３０日付け雇児発０３３０第１２号等により、定款準則の改正がありま

した。内容は 

第１条の表記例として従前の運営が認められていた「知的障害者更生施設の経営」等

の削除及び児童福祉法改正に伴う「障害児入所施設の経営」の追加並びに障害者自

立支援法改正に伴う「一般相談支援事業の経営、特定相談支援事業の経営、障害児

相談支援事業の経営」の追加です。また、第２０条備考の３１０号通知の新会計基準通

知への差し替えです。なお、本定款準則第１条の表記は平成２４年３月３０日付一部改

正通知における定款準則第１条と一部異なるものとなっていますが、本書の表記（障害

児入所施設の経営、（相談支援事業の経営ではなく、３区分とする）一般相談支援事

業の経営、特定相談支援事業の経営、障害児相談支援事業の経営）の扱いで差し支

えない旨当局の確認を得ています。 
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